
第１０章
シンガポールの金型産業
―需要産業空洞化への対応―

第１節 シンガポールの産業概況

シンガポール産業界は、２００１年９月１１日の米国同時多発テロの影響で、エレクトロニクス分

野を中心に製造業が大きな打撃を受けた。２００１年の GDP成長率はマイナス２％であったが、

２００２年上半期の成長率は３．９％と回復基調を示した。外需依存型の経済構造を持つシンガポー

ルにとって、米国同時多発テロの影響は製造業だけでなく、観光・娯楽関連サービス産業にも

大きな悪影響を与えた。

シンガポールの産業構造は、①金融・ビジネスサービス業と②製造業が中心で成り立ってい

る。２００１年の GDPに占める金融・ビジネスサービス業の割合は１１．６％、製造業の割合は２３．６％

である。２００１年の製造業生産指数は前年比１１．５％減、特にエレクトロニクス部門が同２１．４％減

と大幅に落ちこんだ。エレクトロニクス製品の需要低迷により、金属加工製品が前年比で１８．７％

減、ゴム・プラスチック製品が同２４．９％減とはげしい落ち込みとなった。

シンガポール政府は、このような世界的不況による影響を克服するために電子部品、コンピ

ューター、情報通信、医薬品、バイオテクノロジー等の高付加価値部門、技術集約部門で積極

的な外資誘致を展開している。

２００１年の貿易についても、国・地域別輸出が第１位のマレーシアは前年比１２．４％減、第２位

の米国が同１８．６％減と、それぞれ２０００年の前年比３４．３％増、同１０．７％増からマイナスに転じて

いる。輸入でも、第１位のマレーシアが前年比８．７％減で、以下、米国が同１．７％減、日本が２７．９％

減と低迷した。

シンガポールは輸出入に頼る経済構造を持っているが、その中でも、エレクトロニクス製品・

部品がシンガポールの代表的輸出品である。地場輸出（地場輸出＝総輸出－再輸出）の約６割
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強を占める非石油製品輸出のうち、６割強（２００１年：６１．１％）はエレクトロニクス製品で、IC

チップ、HDD、パソコン、プリント配線板、通信機器が５大商品とされる。これら５大商品

がエレクトロニクス製品の地場輸出の７２．８％を占めている。HDDやパソコンは主に米国、欧

州市場向けに輸出されるが、ICチップ、プリント配線板等はアジア市場向けに多く輸出され

ている。

一方、シンガポール２００１年の製造業の受入投資額は、前年比０．４％減の９１億７１７０万 Sドル

（約６４２０億円１）と僅かながら前年に比べ減少している。国・地域別では最大の投資国であった

アメリカが前年比１３．６％減の３１億９１８０万 Sドル（約２２３４億円）、日本が同１１．４％減の１３億３９９０

万 Sドル（約９３７億円）と減少したが、EUは同１４．３％増の１９億２０万 Sドル（約１３３０億円）と

増加した。

シンガポール企業は、対外直接投資を急速に増加させている。シンガポールは政府主導で海

外投資促進政策（リージョナライゼーション政策）の展開や、シンガポール企業が対外投資を

円滑に行うために、マレーシア・インドネシア・中国・インド・ベトナム等での工業団地の開

発を行ってきた。最近では、特にシンガポールを含め、ASEAN地域に進出している外資系企

業が中国に製造拠点を移転し始めていることから、シンガポール政府も対中国投資の支援に重

点を置き始めている２。

第２節 金型産業の概要

シンガポールの金型産業は、その最大需要先を電機・電子部品に特化したエレクトロニクス

産業に依存するという極めて限られた部分で発達してきた。製造されている金型も一般に小さ

いサイズの物が多く、機構部品でいえば精密ギヤ類、HDDのプレス部品、リードフレーム等

半導体関係の精度の高い部品加工用の金型のほか、パソコン関連部品、医療機器等エレクトロ

ニクス関連産業のプレス、プラスチック用金型が中心である。

金型種類別生産の内訳を図１に示す。プラスチック用金型が５５％、プレス用金型が４０％、ダ

イカスト用金型が僅か３％、その他が２％という生産の構成である。

図２は金型の需要先の状況を示している。コンピューター・周辺機器が２４％となっており、

パソコンに関連する部品が中心である。消費者向けエレクトロニクス製品が２３％、自動車関連

１ 本章における円建て表示は、１Sドル＝７０円にて換算。
２ 以上、シンガポールの産業概観についての記述は、Ministry of Trade and Industry, Republic of

Singapore, Economic Survey of Singapore 2001、川田敦相［１９９７：５８－１０９］、外務省広報資料（２００２年

１１月）等を参照。
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部品が１３％、通信機器部品が１１％、医療機器部品が６％、電気機器部品が６％、コネクター関

連が３％、その他１４％である。これらの数字が示すように、エレクトロニクス関連部品の合計

が６７％と圧倒的なシェアを示している。

シンガポールはエレクトロニクス関連産業の動向によって、金型産業の浮沈が左右される構

図となっている。最近では、シンガポールに進出している外資系エレクトロニクス企業が、他

の ASEAN諸国や中国に投資をシフトさせているという厳しい背景があり、金型産業が空洞

化しはじめている台湾や日本と同様の状況にある。シンガポール金型企業も、外資と共にその

生産基地となる中国へ進出せざるを得ない。そのため、今後、シンガポール国内の空洞化の影

響が金型産業にも出てくるであろう。

図２ 金型需要産業別分類

（出所）シンガポール金型工業会［２００３：２７４］。

図１ 金型種類別生産統計

（出所）シンガポール金型工業会［２００３：２７３］。
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但し、日本と異なり、言葉や文化、習慣等の違いによる大きな問題は少ない。むしろシンガ

ポール金型産業の優位点である、多国籍企業とのビジネス経験、言葉（英語・中国語）を活か

した国際的な経営マインド、さらにアジアにおいては水準の高い金型に関する技術力等から、

シンガポール独自の強さを発揮出来るビジネスが展開できるのではないかと思われる。

ここで、シンガポールとアジア各国の金型のコスト・品質・納期の比較についてみてみよう。

河野泰久氏（シンガポール松下テクノロジー：MASTEC）の調べたデータによると、図３の

ようになっている。日本を１００とした場合のコスト比較では、シンガポールは８５から５０位の範

囲に入っている。マレーシアが７５から５０、韓国が６０から４０と続いており、コスト競争力は韓国

が強いことを現している。品質では、シンガポールと韓国が並んでおり９０から８０の間、マレー

シアは７０から８０と見られている。納期については（ファーストトライまで）、大物外装品によ

る比較で、シンガポールは６０日から７０日、韓国は日本と並んで４０日から５０日、精密金型では、

シンガポールが６０日から７０日、日本が５０日から６０日、韓国は４０日から５０日となっている。調整

回数（ファーストトライ後）は、シンガポールが３回から４回、日本が２回から３回、韓国が

４回から５回、マレーシアは５回から６回となっている。

シンガポールに進出している日系企業が見た日本との違いについては、次のように指摘され

ている（河野［２０００］）。

�１ 金型ビジネスは利益が確保できる事業という認識をもっている

図３ アジアの金型比較（コスト・品質・納期）

（出所）河野泰久［２０００：４８］。
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�２ 世界中から仕事を集めてくるという発想がある

�３ 社内教育制度の中で金型技術・技能強化を図っている

�４ マイナス面として、転職が多いことから技能の蓄積が困難である

�５ 金型製作の狙いを低価格と短納期にしぼり、納入後のフォローはしない

第３節 シンガポール金型工業会

１． 金型兼業メーカーが主流

シンガポールの金型企業は、そのほとんどが金型工業会に所属しているといわれており、現

在２００社が加盟している。金型企業数の比率は、プラスチック用金型が６割、プレス用金型が

３割、ゴム用金型・ダイカスト用金型が１割となっている（松田［１９９６：１１６］）。

シンガポール金型工業会の会員は、日本のような金型専業メーカーが少なく、６割が部品メ

ーカーの兼業と言われている。日本以外に金型の専業化が進んでいる国（韓国・台湾等）を見

ると、それぞれの分野（プレス用金型・プラスチック用金型・鋳造用金型・ダイカスト用金型・

鍛造用金型・ガラス用金型・ゴム用金型・粉末冶金用金型）の金型専業ビジネスが成り立つよ

うな、大規模な自動車産業やエレクトロニクス産業、カメラ産業等があり、これらの産業が各

種金型ビジネスを支えるだけの産業規模を持っていることを示している。

シンガポールに限らず、ASEAN地域では一般的に金型専業が成り立つ程の各種産業需要に

乏しいのが特徴である。そのため、年間を通して平均的に受注を確保することが難しい一方、

需要産業によっては新製品開発が集中し生産能力を超える受注がある場合もある。受注量の差

が激しいため、金型専業メーカーが育ちにくいということが大きな特徴である。激しい需要の

変動を緩和するために、金型を内製し、プラスチック成形加工、金属プレス加工、ダイカスト

成形加工などの部品加工、あるいはアセンブリーまでを行う形態の企業が多い。経営的な観点

から見ると、これは非常に優れた経営方法である。金型の外販は技術的には、ユーザーから厳

しい指摘を受け、レベルアップを絶えず求められる。一方、内製金型の製作は、無駄な加工を

排してできるだけ機能重視の金型製作をし、ユーザーから求められる最終製品や部品の製造に

集中でき、経営的には受注計画の安定化にもつながっている。日本の金型専業メーカーは、家

内工業の域をでないところが殆どである。成長している企業は金型をキーテクノロジーとしな

がら部品加工、部品組立まで事業を拡張している企業である。特に最近の自動車メーカーは

「モジュール化」３の要求が強く、単品部品の納入ではなく幾つもの部品を組立てた複合部品加

工ができる企業を重宝するようになっている。そのような傾向をみると、シンガポールを始め

マレーシアやタイ等の金型メーカーは、これまでの日系金型メーカーの専業企業形態より有利

第
１０
章

シ
ン
ガ
ポ
ー
ル
の
金
型
産
業
―
需
要
産
業
空
洞
化
へ
の
対
応
―

２２３



な側面を持っていると言える。

２． シンガポール金型産業に関する戦略

グローバル化が急速に進む中で、シンガポールの金型産業は、国内の高コスト構造（高賃金・

労働力不足・狭い土地）を避けるのために、ASEAN域内のマレーシア、インドネシア、さら

には中国という事業コストの低い国々への投資拡大を図っており、現在、抜本的かつ早急に戦

略的提携を再編・採用し、事業を続ける必要に迫られている。

シンガポールの金型産業が採用するべき戦略として、以下のようなものが提案・検討されて

いる。

�１ シナジー効果に基づいて合併・統合し、資源の細分化を避ける。

�２ 強力で効果的な支援インフラストラクチャーを確立し、大手・準大手金型企業に専門サー

ビスを提供する。

�３ 域内の関連企業と戦略的提携を形成し、低い事業コストを求めて移転している多国籍企業

にサービスを提供し続ける。

�４ ITの利用を奨励して生産性を高める。

３． 金型工業会会員の生産分類

シンガポールの金型企業形態は、日本型というより欧米型の分類に近い。国際金型協会

（International Special Tooling and Machining Association : ISTMA）の分類は、金型を特殊

工具（Special Tooling）と呼び、それを更に①Dies、②Moulds、③Patterns、④Jigs and fixtures、

⑤Standard parts、⑥Precision machining、⑦Special purpose machinesのグループに分けて

いる（田口［２０００１］）。シンガポール金型工業会が経済開発庁（Economic Development Board :

EDB）と共同で発行している Singapore Precision Engineering Industry Directory 2000/01 に収録

されている金型工業会メンバーの事業分野を見てみると、

�１ 金属加工用金型メーカー（Die & Mould for Metallic Products：プレス・ダイカスト・鋳

造・粉末冶金・鍛造）

�２ 非金属加工用金型メーカー（Die & Mould for Non-Metallic Products：プラスチック・ゴ

３ モジュールとは、ある特定の機能を持ち、１つの構造体を有し、かつ仕様系列化された標準単位をい

う。自動車産業では、部品企業が１つ１つの部品を自動車企業に納入する形態からあらかじめ複数の

部品を組み合わせてサブアセンブリ化、すなわち機能化した装置・機器として納入する生産形態へ進

化してきている。このような変化は、部品企業に機能開発の強化を促す結果となり、コストの削減、

高い品質、生産性の向上などの自発的な高揚を促進した。この結果、勢い、部品メーカーは新製品を

開発して「提案営業」への戦略を不可欠にした。部品メーカーであっても「提案」のないところは徐々

に淘汰される運命にある。
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表１ 金属加工用金型メーカーの事業分野

事業分野 会員企業数

金型設計 ２６

プレス打抜用金型 ２７

プレス成形用金型 １９

ファインブランキング用金型 ９

深絞り用金型 ３

タレットパンチ用金型 ５

アルミダイカスト用金型 ４

亜鉛ダイカスト用金型 ４

鋳造用金型 １

粉末冶金用金型 ２

型鍛造用金型（Forging） ２

鍛造用金型（Hammer） ２

（出所）Singapore Precision Engineering Industry

Directory 2000/01 より作成。

表２ プレス用金型の種類

プレス用金型の種類 会員企業数

単発金型 １９

順送金型 ２２

複合金型 １８

トランスファー金型 １１

（出所）表１に同じ。

表３ 金属加工用金型メーカーのユーザーの分布

需要先産業 会員企業数

自 動 車 １７

音響・ビデオ ２６

通 信 機 器 ２３

コンピュータ及び周辺機器 ２７

半 導 体 １０

医 療 機 器 ８

軍 需 ６

航 空 機 ５

産 業 機 械 ７

家 電 １８

家 庭 用 品 ８

（出所）表１に同じ。

表４ プラスチック用金型メーカーの事業分野

事業分野 会員企業数

金型設計 ４８

射出成形用金型 ４８

圧縮成形用金型 ３

ブロー成形用金型 ５

真空成形用金型 １

封止用金型 ６

注形用金型 ２

回転成形用金型 ２

押出成形用金型 ４

（出所）表１に同じ。

表５ ゴム用金型メーカーの事業分野

事業分野 会員企業数

金型設計 ２

射出成形用金型 ３

圧縮成型用金型 ３

封止用金型 １

カレンダ加工用金型 １

（出所）表１に同じ。

表６ 非金属加工用金型メーカーのユーザーの分布

需要先産業 会員企業数

自 動 車 ２４

音響・ビデオ ３７

通 信 機 器 ３９

コンピュータ及び周辺機器 ４０

半 導 体 １６

医 療 機 器 １１

軍 需 ３

航 空 機 ２

産 業 機 械 ６

家 電 ３４

家 庭 用 品 ２４

（出所）表１に同じ。
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ム・ガラス・セラミック）

�３ 金型部品加工メーカー（マシニング・フライス・放電加工・ワイヤ放電加工）、標準部品、

熱処理、めっき関連のメーカー

に分類されている。

表１～表６は、①金属加工用金型、及び②非金属加工用金型について、上述のダイレクトリ

ーに掲載されている１６０社の主な事業内容を分類したものである（複数回答）。専業メーカーが

少ないので、個々の企業は多様な仕事をこなしているのが特徴である。

第４節 金型メーカーの事例

２００２年８月に筆者が訪問したローカル金型メーカー３社は、シンガポールでも代表的なメー

カーである。いずれも２０年以上の実績をもち、国内展開だけでなくアジアはもとより、アメリ

カ、ヨーロッパにも拠点を設けて国際的なビジネスを行っている。

３社に共通しているのは、中国がWTO加盟後に欧米系、日系ユーザー企業の間で中国への

投資シフトが顕著となっているため、ユーザーに同行し自らも中国進出を図っている。ユーザ

ーがシンガポール金型・成形メーカーに期待しているのは、レベルの高い金型やプラスチック

部品、プレス部品等を中国で供給することである。以下に、訪問金型企業３社に共通する特徴

をまとめる。

�１ 金型加工現場を見る限り、加工機械はマレーシア、タイと比べても日本製の最新工作機械

を中心に導入している。

�２ 金型加工を行う製作工場の作業風景は、日本で言う５S（整理・整頓・清掃・清潔・しつ

け）が守られている。

�３ 金型ユーザーはフィリップス、ヒューレット・パッカード等の海外一流企業であり、±１０

ミクロン～５ミクロンレベルの金型加工精度が出ている。

�４ 日本の金型メーカーと大きく異なる点は、取引の範囲が世界的な規模で展開されており、

それに伴って製造拠点がアメリカ、メキシコ、ヨーロッパに広がっている。最近は大手ユー

ザー企業がシンガポールから中国へ生産拠点を移転していることから、自らも中国へのシフ

トを開始している。

１． FM社

金型部門を持つプラスチック成形専門メーカーで、グループ合計で約３５００名の従業員を抱え

る大企業といえる。創業は１９７８年で２５年のキャリアを持っており、１９９５年にはシンガポール証

券取引所に上場している。資本金は４５００万 Sドル（約３１億５０００万円）で、売上高は１９億１３００
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万 Sドル（約１３３９億円）である。

主な製品は、プラスチック成形加工品（TVフレーム、PC外装、プリンタ部品、携帯電話

等）でアセンブリーも行っている。主なユーザーは、アップル、キャノン、コンパック、エプ

ソン、ヒューレット・パッカード、モトローラ、フィリップス、沖電気工業等である。

２００１年の業績は税引き前利益が６２００万 Sドル（約４３億４０００万円）で、前年比８１．９％減と落

ち込んだが、２００２年は中国での受注量が拡大したことにより業績は伸びているということであ

る。

最近では、シンガポールに進出している多くの外資大手企業が、中国への拠点確保に方向転

換をしているので、同社でもユーザーであるモトローラ、ヒューレット・パッカード等外資企

業とともに中国展開を図っている。中国で将来的に仕事を確保できる保証はないと言うが、WTO

加盟後の中国市場の拡大はある程度読み込み済みである。もし自らが進出しなければ他社が受

注することとなり、ビジネスチャンスを失ってしまうと考えている。同社の拠点別にみた売上

高の比率は海外が５０％で、うち中国が２５％、マレーシアが２５％であるが、中国での受注量はさ

らに増加すると見ている。

シンガポール工場は精密加工工場として位置付けられ、同社のコア技術を担う金型部門は、

従業員の６．５％（２２０人）を占めている。それぞれの進出国にてグループ企業の金型製造の核と

なる従業員は、シンガポール工場で養成している。金型の標準部品は９０％がそれぞれの進出国

での現地調達だが、ホットランナー、エジェクターピン等はシンガポール工場で製造し、進出

先へも送っている。金型は内製が９０％、売型が１０％の比率になっている。

現在、中国工場は上海、天津、東莞の３ヶ所にあり、同社におけるグループ全体の従業員の

約４０％が中国人ワーカーとなっている。中国工場の金型技術のレベルはシンガポールと比較し

て５年ほど遅れているが、キャッチアップは早いと見ている。金型の生産数は中国では１年当

たり１００型～２００型、シンガポールでは３００型である。中国のローカルメーカーとは、海爾、TCL

と取引がある。メキシコ工場は日系 N社との合弁で、医療、光学部品関係の超精密部品（ミ

クロンレベル）の加工を行っている。

１９９３年以降に海外展開を始めており、海外企業と取引をするために ISO、QS等の認証にも

積極的である（表７）。

２． UV社

創業は１９８０年で、既に２０数年の歴史を持っている。金型部門の従業員数は８０名である。主な

事業分野は、プラスチック用金型、及びプレス用金型の製作とこれらの成形加工である。売上

高はおよそ７０００万 Sドル（約４９億円）で、成形部門が約４０００万 Sドル（約２８億円）、金型部門

が約３０００万 Sドル（約２１億円）の内訳である。工場はシンガポールのほか、マレーシア・ペ

ナン、タイ、中国、インド（設計センター）に拠点がある。
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主な製品は、①金型（精密複合プラスチック用金型、歯車用金型、コネクター用金型）、②

プラスチック成形加工（歯車、コネクター、医療機器部品、自動車部品）、③精密機械部品ア

センブリー（治工具、自動化部品、プラスチック部品）である。

主要ユーザーは、フィリップス、シーメンス、Schneider Group、Valeo、Zeller、ソニー、

TEC、シャープ、AMP、GE、ヒューレット・パッカード、コダック等日米欧の大手企業であ

る。

同社の特徴はシンガポール国内に金型・プラスチック成形・プレス成形・組立工場等のグル

ープ企業を持ち、ユーザーに対して“ONE-STOP-SHOP”サービスを行っている。具体的に

は“Engineering Centre”を設置し、①１８人のプラスチック設計技術者、②ユーザーと共同開

発・設計が可能な体制、③試作からアセンブリーまでの体制、を整えており、ユーザーに対し

て以下のように製品加工まで責任をもって納入できる力量を持っている。

�１ 設計：製品設計、金型設計、CAD/CAMシステム（２次元および３次元）

�２ 金型製作：精密・複合部品、ホットランナー、スタック金型、歯車加工用金型

�３ 成形加工：精密金型（０．１６mm穴径）、薄肉金型（０．３mm）、コネクター金型（０．５mm

ピッチ）、２色成形金型、インサート金型、クリーンルーム成形

�４ プレス加工：高速プレス、薄板（６mmまで）、プレス機械３００トンまで、試作加工（２

週間）

�５ その他の加工：レーザエッチング、自動塗装、超音波溶接、ホットスタンピング

表７ FM社の沿革

年 海外展開 ISO、QS認証等の取得

１９９３ マレーシア・ペナンに工場設立

１９９４ マレーシア・Kluang に工場設立
中国・天津に工場設立

シンガポールで ISO９００２認証取得

１９９５ 中国・東莞に工場設立

１９９６ 中国・上海に工場設立 中国・天津で ISO９００２認証取得

１９９７ 中国・上海で ISO９００２認証取得
研究開発部門を設立（製品・部品設計、３D、IMold、CAD/CAM）

１９９８ マレーシア・Kluang で ISO９００２認証取得
薄肉成形加工技術確立

１９９９ マレーシア・Senai に工場設立 マレーシア・ペナンで ISO９００２認証取得
中国・天津でQS９０００認証取得

２０００ アメリカにマーケティング拠点設置
中国・蘇州に工場設立
メキシコ・Guadalajara に工場設立

シンガポールで ISO９００１とQS９０００認証取得
中国・上海でQS９０００認証取得
中国・東莞で ISO９００２認証取得

２００１ シンガポールで ISO１４００１認証取得
マレーシア・Senai で ISO９００１：２０００認証取得

（出所）FM社カタログより作成。
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�６ アセンブリー：自動・半自動組立、クリーンルーム組立、治工具

仕事量が増加しているため、設計は非常に多忙である。部品加工については、簡単なものや

荒加工は外注加工に出している。超精密部品に関しては、日本から調達している。使用する工

作機械は殆どが日本製機械であるが、精密加工にはハウザーも導入している。放電加工機８台、

ワイヤ放電加工機２台、マシニングセンタは２４時間稼動で使用している。

従業員のトレーニングは、技術訓練機関（Institute of Technical Education : ITE）を活用

するほか、OJTも実施している。

上海工場には、日本の金型企業と合弁で２０人規模の金型工場を設立した。日系企業が２０％出

資し、日系の社長が一人中国に駐在して技術指導をしている。２００２年から事業を開始したばか

りだが、現在、月１～２台のペースで生産している。この上海工場は、倒産したフランス系企

業を購入して、従業員はそのまま雇っている。金型納期は約３ヶ月、複雑形状のものは６ヶ月

くらいである。輸出はアメリカへ５０％、ヨーロッパへ５０％の比率である。

３． T社

プレス用金型、プラスチック用金型メーカーで、海外工場１４ヶ所（M&A）のうち金型製造

は３カ所で行っている。海外工場は、アメリカ西部に４ヶ所、アメリカ中央部・東部に４ヶ所、

ヨーロッパには３ヶ所があるほか、メキシコ（２ヶ所）、アジア（マレーシア、上海）等にあ

る。２００３年にはユーザーが中国に進出するため、同社も上海への進出を予定している。主なユ

ーザーはデル、ヒューレット・パッカード、アップル、シスコ、サン、シリコングラフィック

ス等である。

シンガポール金型工場の従業員は４０名で、そのうち金型設計者は９名である。製品はプレス

部品、金型、PCの筐体、通信機器用部品を製作している。外注加工比率は約４０％で、その内

容は機械加工、熱処理、標準部品等である。

金型納期は４週間から１０週間程で、ディスクドライブ用金型の精度は１０ミクロン以下、金型

価格は６万 USドル（約７２０万円）、納期は８週間、鋼材は大同特殊鋼の製品を使っている。

金型設計ソフトとして Auto-CAD、ストライカ（デザイン）、Pro-E等を活用している。

輸出先は、ヨーロッパ、アメリカ、メキシコ等であるが、アメリカのマーケットは魅力的で

まだまだ拡大している。

第５節 総生産高と原価構成

２０００年のシンガポール金型産業の総生産高は約８億４７００万 Sドル（約５９２億９０００万円）で、

１９９９年から約１７％増加した（表８）。しかし、シンガポール金型工業会［２００３：２７５］によると、

第
１０
章

シ
ン
ガ
ポ
ー
ル
の
金
型
産
業
―
需
要
産
業
空
洞
化
へ
の
対
応
―

２２９



２００１年の生産高は約１２％減少したと推定されている。図４は表８を元に、シンガポール金型企

業の総生産高（製造業生産高とその他の収入を含む）の内訳を示したものである。これによる

と、材料費が２９．６％、営業費（外注費、水道光熱費、燃料費、内陸輸送費、その他の営業費）

が２７．３％、付加価値（報酬、間接税、減価償却費、営業利益）が４３．１％である。日本における

金型の原価構成については、章末付表を参照されたい。

また、シンガポール金型工業会が、ISTMAに加盟しているアメリカ、イギリス、日本等１９

カ国で毎年実施しているフォーマットに準拠して、２００２年９月に実態アンケート調査を実施し

た。表９は、シンガポール金型工業会の会員企業４２社からの回答を得て集計したものである。

表８ シンガポール金型産業の総生産高と付加価値

２０００年（１，０００S＄） 総生産高に占める割合

総生産高 ８４７，１８６ ―

材 料 費 ２５０，８４３ ２９．６％

報 酬 ２２４，９７８ ２６．６％

営 業 費 ２３１，３８６ ２７．３％

営業利益 ７４，１１６ ８．７％

付加価値 ３６４，９５７ ４３．１％

事業所数 ２００カ所 ―

労働者数 ６，８１５人 ―

（出所）シンガポール金型工業会［２００３：２７４］。原資料は
Economic Development Board。

図４ シンガポール金型産業の総生産高の内訳

材 料 費 ２９．６％

総生産高（製造業
生産高とその他の
収入を含む）

１００％

外 注 費

営業費
２７．３％

水道光熱費
内陸輸送費
燃 料 費

その他の営業費

報 酬

付加価値
４３．１％

間 接 税

減価償却費

営 業 利 益

（出所）表８に同じ。

表９ シンガポール金型企業の主な指標（２００１年）

従業員数 企業数
総生産高
（百万S＄）

従業員総数
１人当たり
生産高（千S＄）

材料費 外注費
１人当たり
平均付加価値

１人当たり
平均労働時間

１～１５人 １５ １２．５７ １４８人 ８５ ４０％ １５％ ４５％ １，９０１時間

１６～３０人 ７ １１．０６ １６６人 ６７ ４０％ ２０％ ４０％ １，７９５時間

３１～５０人 １５ ６１．９８ ６０１人 １０３ ３５％ ２０％ ４５％ ２，３２３時間

５１～８０人 ４ ４５．７０ ２６４人 １７３ ３０％ ２５％ ４５％ ２，４２９時間

８０人以上 １ ２１．００ ２０６人 １０２ ３０％ ２８％ ４２％ ２，２１８時間

合 計 ４２ １５２．３１ １３８５人 ― ― ― ― ―

（出所）シンガポール金型工業会［２００３：２７５］。
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第６節 輸出入

図５はシンガポールにおける金型の総輸出入を、図６・表１０および図７・表１１は２００１年の上

位１０ヶ国の輸出入分布を示している。シンガポールの２０００年の経済成長率は、９．９％と高かっ

た。そのように高い成長率となったのは、電子関連製品の生産や輸出が好調であったためであ

る。アジア向けの携帯電話や半導体周辺機器、コンピューター周辺機器の輸出が拡大したこと

により、金型の輸出入も伸びた。しかし、２０００年末からアメリカの需要後退が影響したことや、

図５ シンガポールの金型輸出入

（出所）シンガポール金型工業会［２００３：２７５］。原資料はシンガポール国際企業発展局。

図６ 輸出の分布

（出所）シンガポール金型工業会［２００３：２７６］。原資料はシンガポール国際企業発展局。
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冒頭にも述べたように２００１年９月の同時多発テロ事件等の影響により２００１年は金型輸出入も減

少した。

具体的に国・地域別の輸出をみると、２００１年金型輸出額の対前年比の変化率では、香港が５９．６％

減、マレーシアが１０．５％減、アメリカが９．７％減であるが、逆にタイは８６．１％増、中国は３７．７％

増、メキシコは６３．６％増、アイルランドは９４．１％増等の実績となっている。

同じく２００１年金型輸入額の対前年比は日本が３１．１％減、韓国が２３．６％減、台湾が１５．７％減、

香港２３．３％減、アメリカが４７．５％減であったが、スペインは８８３．５％増、ドイツは１５７．５％増、

表１０ 国・地域別輸出

（単位：１，０００Sドル）

国・地域 ２０００年 ２００１年 変化率

マレーシア １５７，２３５ １４０，７０７ －１０．５％

タ イ １４，０１１ ２６，０７０ ８６．１％

中 国 １７，８７２ ２４，６０５ ３７．７％

ア メ リ カ ２１，６５２ １９，５４１ －９．７％

メ キ シ コ ５，１１５ ８，３６７ ６３．６％

香 港 １９，６９０ ７，９４９ －５９．６％

フィリピン ５，２４５ ５，８３６ １１．３％

アイルランド １，５２９ ２，９６８ ９４．１％

ブ ラ ジ ル ７，１４６ ２，６６５ －６２．７％

オーストリア １，６６２ ２，２８４ ３７．４％

そ の 他 ４８，４０２ ２８，２８９ －４１．６％

合 計 ２９９，５５９ ２６９，２８１ －１０．１％

（出所）図６に同じ。

図７ 輸入の分布

（出所）シンガポール金型工業会［２００３：２７７］。原資料はシンガポール国際企業発展局。
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タイは９１．２％増となっている。

第７節 賃金と付加給付

シンガポールの賃金水準とその付加給付を表１２に示す。職種を①上級設計者、②初級設計者、

③金型製作者、④NC機械工、⑤熟練機械工、⑥金型テクニシャン、⑦製造技師／職長に分類

し、それぞれの基本月給と基本月収を示している。

基本月収は技師や職長クラスの平均３６２２Sドル（約２５．３万円）についで、金型設計技術者が

２３０６Sドル（約１６．１万円）から２９８２Sドル（約２０．８万円）、金型製作者が２２９８Sドル（約１６．０万

円）となっている。NC機械工の基本月給は金型製作者より低いが、基本月収になると上回っ

ている。

第８節 設備機械の保有状況

表１３は、アンケートに回答した金型メーカー４２社の設備機械の保有状況を従業員規模別に示

している。総保有台数９１９台のうち、NC工作機械は３０．０％（２７６台）で伝統的工作機械は依然

として７０．０％（６４３台）を占めている。NC機械のヴィンテージをより具体的にみると、「５年

表１１ 国・地域別輸入

（単位：１，０００Sドル）

国・地域 ２０００年 ２００１年 変化率

日 本 １２２，５３３ ８４，４６４ －３１．１％

マレーシア ３５，１７５ ３４，９２４ －０．７％

韓 国 ２４，５２７ １８，７３１ －２３．６％

台 湾 ２１，１５５ １７，８２９ －１５．７％

ア メ リ カ ２６，７４３ １４，０３８ －４７．５％

中 国 ６，２３７ ８，５５３ ３７．１％

ス ペ イ ン ６３５ ６，２４５ ８８３．５％

香 港 ５，４１８ ４，１５４ －２３．３％

ド イ ツ １，０３５ ２，６６５ １５７．５％

タ イ ７６９ １，４７０ ９１．２％

そ の 他 ９，９５７ １１，７４５ １８．０％

合 計 ２５４，１８４ ２０４，８１８ －１９．４％

（出所）図７に同じ。
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未満」が６２．０％を占めており、新鋭機で金型加工が行われている。事実、現地で金型工場を見

学すると、日本製やドイツ製の NC機が大量に導入されている４。

４ 日本の製造業全体の設備ヴィンテージについては産業構造審議会『我が国産業の現状と今後の政策の

方向』（２００２年４月、２１ページ）、金型産業の機械設備状況については経済産業省『生産設備の設置年

数別保有状況等に関する調査』（２００２年１２月）を参照。日本の金型企業の設備投資がこのまま停滞す

れば、シンガポールと比較しても日本の競争力が低下していくと考えられる。

表１２ 賃金と付加給付

職 種
対象
者数

基本月給（S＄）１ 基本月収（S＄）２ 付加給付
お よ び
CPF平均

第１四
分位数３

中央値
第３四
分位数４

平均
第１四
分位数３

中央値
第３四
分位数４

上級設計者 ５７ ２，６８８ １，９９０ ２，５７５ ３，５００ ２，９８２ ２，２２９ ２，９１６ ３，７００ ３０％

初級設計者 ３０ ２，０３９ １，７７０ １，９９５ ２，３５０ ２，３０６ ２，０３１ ２，３１７ ２，５８４ ３０％

金型製作者 ２６９ １，９６２ １，７０２ １，９５２ ２，２００ ２，２９８ １，８８１ ２，２３６ ２，６１１ ３０％

NC機械工 ４９ １，４３１ ７２０ １，５１９ １，９７３ ２，４１３ ８５８ １，８２３ ３，７８８ ３０％

熟練機械工 ２３ １，２０９ １，０４５ １，１９６ １，３１０ １，９５９ １，３３３ １，９６９ ２，５９３ ３０％

金型テクニシャン １２９ １，９７７ １，６３９ １，９７３ ２，２２４ ２，６６２ ２，１８４ ２，５８３ ３，０７４ ３０％

製造技師／職長 １４０ ３，４７６ ２，６３６ ３，２６６ ４，１２７ ３，６２２ ２，８２２ ３，４１０ ４，１９２ ３０％

（注１）基本月給：従業員CPF拠出金・個人所得税控除前の１カ月当たり基本給。従業員CPF拠出金、ボーナス、
超勤手当、手数料、諸手当（例えば交替勤務、食費、住宅、通勤）、その他の金銭・現物給付を除く。

（注２）基本月収：従業員CPF拠出金・個人所得税控除前の従業員が受け取った報酬。超勤手当、手数料、諸手当
（例えば交替勤務、食費、住宅手当、通勤）、その他の定期的現金給付を含むが、従業員CPF拠出金、ボー
ナス、生産性賞与や奨励給、その他の一時金・現物給付を除く。

（注３）第１四分位数賃金：従業員の４分の１の賃金がこの水準を下回っている。
（注４）第３四分位数賃金：従業員の４分の３の賃金が、この水準を下回っている。
（引用者注）CPF：中央積立基金のことで、全従業員と雇用主が給与から一定の割合で積立てる社会保障用預金。

２９０万人のCPF会員を擁しており、CPF残高は９０５億８０００万Sドル（２００１年９月現在）。
（出所）シンガポール金型工業会［２００３：２７８］。

表１３ 機械設備のヴィンテージ

従業員数 企業数
伝統的工作機械 NC工作機械

NC工作機械の割合
５年未満 ６～１０年 合 計 ５年未満 ６～１０年 合 計

１～１５人 １５ ８９ ６６ １５５ ２８ １３ ４１ ２０．９％

１６～３０人 ７ ４４ ４４ ８８ ２９ １０ ３９ ３０．７％

３１～５０人 １５ １０８ １７７ ２８５ ８１ ５５ １３６ ３２．３％

５１～８０人 ４ ４０ ４３ ８３ １８ ２０ ３８ ３１．４％

８０人以上 １ １２ ２０ ３２ １５ ７ ２２ ４０．７％

合 計 ４２ ２９３ ３５０ ６４３ １７１ １０５ ２７６ ３０．０％

（出所）シンガポール金型工業会［２００３：２７９］。
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第９節 外資系企業誘致のための人材育成

シンガポール政府は、金型産業および同産業による製造業への貢献の重要性を十分に理解し

ており、各産業の要求に応える人材開発を大いに重視している。すべてのレベルで技能訓練を

実施するために、技術教育機関や訓練センターが設立された。シンガポールには適切な優れた

訓練施設があり、CAD/CAM専門技術者や金型設計者を対象とする２年間のフルタイム技能

訓練やパートタイム技能向上訓練を実施している５。

シンガポール政府が、１９６５年の独立以前から多国籍外資の導入のために選んだ政策は、税制・

金融上の優遇措置と並行して、その産業を支える熟練技術者（労働力）の育成を重点的な項目

に加えたといわれる。１９６８年に EDBで「人材開発プログラム」を設定した。シンガポールに

進出した多国籍企業と共同で訓練機関を設立し、多国籍企業の持つ技術の移転を図ることによ

り、シンガポール労働者の熟練技術力育成の基盤作りをした。その手始めがインド・タタ社で、

ドイツ・ローライ社、オランダ・フィリップ社、スイス・ブラウンボベリ社などが続いた。１９７８

年には「日シ訓練センター（JSTC）」が日本政府と共同で設立された。この頃からシンガポー

ルは訓練用カリキュラムに金型関連の科目や実習を加えている。

シンガポール政府は、共同の訓練設備を通じ外資系企業の持つ技術を吸収し、技術指導者、

熟練技術者等へ移転するという政策により人材の高度化をはかってきた。その重点は、これま

での精密機械加工や自動化技術から、現在ではソフトウェア技術者育成のため、CAD/CAM、

コンピューター、情報通信関係の分野へと移っている６。

例えば、技術訓練機関（ITE）は日本でも類を見ない規模と教育システムの金型訓練校とし

ての歴史と実績を持っており、今やマレーシア、中国からも研修生を受け入れている。また、

設備もドイツのマホー、日本の牧野フライス等日本の金型大手企業でも導入できないほどの大

量の工作機械が並んでおり、ITEで学んで卒業した研修生がシンガポールの金型製造を支え

てきたと言える。

しかし、最近は外資系企業の中国への進出に伴い金型企業が同行して進出するその背景をみ

ると、国内需要の減少だけでなく、シンガポール内の賃金高騰やジョブホッピングなど、労働

環境の悪化による影響も大きいと言える。シンガポール政府も国内製造業が中国市場に進出す

ることを積極的に支援し、その代替として２１世紀型の産業であるナノテクノロジーやバイオ、

知識産業等の育成に大きく舵を切り始めている。

５ 以上、シンガポール金型工業会［２００３：２８０］参照。
６ 以上、シンガポールの人材育成政策に関しては、三上嘉貴［１９９８：２８－３５］参照。
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結び

シンガポール金型産業は、アジアの中では技術力だけでなく、経営的にもかなりの実力を持

っていることが理解できる。アジアではシンガポール、台湾が日本の技術力を追随しているが、

経営的な側面から見ると日本の金型産業はグローバライゼーションの外に置かれ、これらに後

塵を拝している。

２１世紀に入り、シンガポール政府が国内製造業を徐々に近隣諸国や中国に移転させ始めたの

は、シンガポール国内では IT産業、製薬産業、バイオ産業等、知識集約型産業への移行を目

指す産業政策に切り替えるためである。このために自国で不足する研究者を世界中からリクル

ートし、既にシンガポール研究者の２０％が海外からのトップ研究者が占めるようになっている

という。

シンガポールの金型産業は、同国の知識集約型経済を目指す政策には含まれていない。海外

移転が促進されている製造業の中に含まれている。しかし、金型は「ものづくり」の重要な基

本テクノロジーで在るが故に、知識集約型技術として位置付けるべきだと思われる。人口の少

ないシンガポールが、今世紀に生き残るためにも、金型産業をもっと防衛すべきだと思われる。

しかし、残念ながら今回の調査の際には、国家ポリシーとしてそのような姿勢が感じられなか

った。 （井戸 潔）
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付表 日本の金型原価構成

２１６０５０００ 金型製造業平均（２１６０５０１０－２１６０５０２０）

原 価 及 び 構 成 比 率

対象企業数
及び区分

原価要素
及び原価費目

健 全 企 業 ４４ 欠 損 企 業 ３７

１企業平均原
価額（千円）

総原価構成
比率（％）

製造原価構
成比率（％）

販売・管理費
構成比率（％）

１企業平均原
価額（千円）

総原価構成
比率（％）

総

費

用

製

造

原

価

直

接

費

直 接 材 料 費
買 入 部 品 費
外 注 工 賃
直 接 労 務 費
その他直接経費

１０７，８８７
７，６７０
１２６，４１７
２１１，１２９
６２，９５３

１４．０
１．０
１６．４
２７．５
８．２

１６．９
１．１
１９．８
３３．１
９．９

３６，４０７
７８６

５６，３２２
６８，３２３
１，１３８

１３．５
０．３
２０．８
２５．３
０．４

小 計 ５１６，０５６ ６７．１ ８０．８ １６２，９７６ ６０．３

間

接

費

間 接 材 料 費
間 接 労 務 費
福利厚生費・賄費
減 価 償 却 費
貸 借 料
保 険 料
修 繕 費
水 道 光 熱 費
重 油 等 燃 料 費
その他製造経費

８，４７５
６，１３８
１５，０２６
２５，９０９
１３，５５４
９５０
６，１９７
５，２５７
２，５８３
３８，１８１

１．１
０．８
２．０
３．４
１．８
０．０
０．８
０．７
０．３
５．０

１．３
１．０
２．４
４．１
２．１
０．１
１．０
０．８
０．４
６．０

３，４９６
４，８８３
８，７７５
１０，４９６
５，９９１
８５９
２，２７１
３，７９４
４８２
９，１９２

１．３
１．８
３．２
４．０
２．２
０．３
０．８
１．４
０．２
３．４

小 計 １２２，２７０ １５．９ １９．２ ５０，２３９ １８．６

合 計 ６３８，３２６ ８３．０ １００．０ ２１３，２１５ ７８．９

販

売

管

理

費

販

売

費

販売員給料手当
旅 費 ・ 交 通 費
通 信 費
支 払 運 賃
荷 造 費
広 告 ・ 宣 伝 費
交 際 ・ 接 待 費
そ の 他 販 売 費

７，４０１
１，７９８
１，０４９
１４，４５３
５１
４１９
５，１１０
５，１９７

１．０
０．２
０．１
１．９
０．０
０．０
０．７
０．７

５．６
１．４
０．８
１１．０
０．０
０．３
３．９
４．０

９７７
１，０１９
５３８
１，４９６
４８
１０５
１，６１９
８８３

０．４
０．４
０．２
０．６
０．０
０．０
０．６
０．３

小 計 ３５，４７８ ４．６ ２７．０ ６，６８５ ２．５

管

理

費

役 員 給 料 手 当
事務員給料手当
福 利 厚 生 費
支払利息・割引料
減 価 償 却 費
租 税 公 課
従 業 員 教 育 費
研 究 開 発 費
そ の 他 管 理 費

２３，９６８
１２，８４９
６，６２５
７，６０４
１５，８８７
４，７６６
３０６
２１６

２３，４５９

３．１
１．７
０．９
１．０
２．１
０．６
０．０
０．０
３．０

１８．３
９．８
５．１
５．８
１２．１
３．６
０．２
０．２
１７．９

１９，８３１
５，０７６
２，８２９
５，４４２
８５９
３，３１８
３３３
７１

１２，６１８

７．４
１．９
１．０
２．０
０．３
１．２
０．１
０．０
４．７

小 計 ９５，６８０ １２．４ ７３．０ ５０，３７７ １８．６

合 計 １３１，１５８ １７．０ １００．０ ５７，０６２ ２１．１

総 計 ７６９，４８４ １００．０ ２７０，２７７ １００．０

（A） 企業平均売上高 ８１６，０３８千円 ２５３，５１４千円
（B）１企業平均機械装備額 １１１，５５０千円 ５２，７８８千円
（C）１企業平均従業員数 ５０ 名 １７ 名
（D）１企業平均直接工 ４３ 名 １５ 名
（E）１企業平均当期製品仕入高 ２０，７２５千円 ８９５千円

（出所）中小企業庁編［２００２］『中小企業の原価指標』（平成１３年度調査）中小企業診断協会。

２３８


